
平成２２年度小金井市一般会計決算概要 

 

平成２２年度の行財政運営は、根幹となる市税収入が、景気低迷等に起因する給与

所得の減尐等により大幅な減となるなど、引き続き厳しい財政環境の中にありました

が、「行財政改革の実行」、「政策の計画的推進」、「限られた財源の重点的かつ効果的

配分」、「自律した行政経営」を融合のうえ、実施計画に盛り込まれた事業の着実な実

現を目指し、「市民協働」、「公民連携」等を基本原則とする自律した行政経営の確立

を図るとともに市民満足度の向上に努めました。また、国や都と歩調を合わせた景

気・雇用対策に配慮しつつ、東日本大震災の経験を踏まえた災害対策、復興支援にも

早急に取組むとともに、将来の財政需要に備えて各種基金への積立ても図りました。 

このような状況の下、歳入面では、個人市民税等が前年度収入実績を割り込み、市

税収入は、約４億１，０００万円の減、繰越金も大幅な減となりましたが、国庫支出

金の生活保護費等負担金が増、子ども手当負担金が皆増、都支出金の緊急雇用創出事

業臨時特例補助金が増、子ども手当負担金が皆増に加えて、繰入金が増となったこと

等により歳入総額は、前年度決算額を上回りました。 

一方、歳出面では、定額給付金支給事業の皆減等により補助費等が約１７億２，０

００万円の大幅な減となりましたが、生活保護扶助費の増、子ども手当の皆増等によ

り扶助費が約１８億円の大幅な増となりました。また、積立金は、財政調整基金、環

境基金、都市再開発整備基金等へ約２０億５，０００万円を積立てました。 

これらの結果、歳入及び歳出決算額ともに本市決算史上最大の規模を更新しました。 

平成２２年度の予算規模は、当初予算４１３億５，７００万円に５回の補正予算１

３億６，７０７万３千円、繰越事業費繰越財源充当額２億２８１万４千円を加え、総

額４２９億２，６８８万７千円となりました。これに対する決算額は、歳入総額が３

９１億９，９２５万６千円で前年度対比１．０％の増、歳出総額は、３８０億２，２

５４万５千円で前年度対比２．１％の増となりました。その結果、形式収支は１１億

７，６７１万１千円で翌年度への繰越財源１億６，９８８万１千円を差し引いた実質

収支は１０億６８３万円、前年度対比５億３，８２３万５千円の減となりました。な

お、実質収支比率は、４．９％で前年度対比２．２ポイントの減となりました。 

 

歳入の主な内容は、次のとおりです。 

① 市税は、１９５億３，３５９万５千円で前年度対比２．０％の減となりました。

この主な要因は、固定資産税が分譲住宅やマンションの建設等により増となったも



のの、個人市民税が企業業績の悪化により給与所得者の所得が減となったことによ

るものです。なお、収入率は９５．１％で前年度対比０．３ポイントの減となりま

した。 

② 地方譲与税は、１億７，９１３万２千円で前年度対比５．４％の減となりました。 

③ 利子割交付金は、１億５，７２４万８千円で前年度対比１．５％の減となりまし

た。 

④ 配当割交付金は、５，９１３万９千円で前年度対比２２．４％の増となりました。 

⑤ 株式等譲渡所得割交付金は、１，８０７万２千円で前年度対比１１．８％の減と

なりました。 

⑥ 地方消費税交付金は、１０億６，５８１万２千円で前年度対比０．２％の減とな

りました。 

⑦ 自動車取得税交付金は、１億６０５万９千円で前年度対比９．５％の増となりま

した。 

⑧ 地方特例交付金は、１億６，５０６万１千円で前年度対比２０．６％の減となり

ました。 

⑨ 地方交付税は、９，１８２万４千円で前年度対比５４．０％の増となりました。 

⑩ 交通安全対策特別交付金は、１，３５９万円で前年度対比４．２％の減となりま

した。 

⑪ 分担金及び負担金は、３億２，７９０万２千円で前年度対比２５．０％の増とな

りました。この主な要因は、二枚橋衛生組合解散に伴う承継事務負担金が５，５６

１万円の皆増となったことによるものです。 

⑫ 使用料及び手数料は、９億４，９４０万１千円で前年度対比２．６％の減となり

ました。この主な要因は、ごみを直接業者へ搬入する事業者が増加したことにより

自家搬入ごみ処理手数料が２，５５４万７千円の減となったことによるものです。 

⑬ 国庫支出金は、４４億３，６４８万２千円で前年度対比２４．１％の増となりま

した。この主な要因は、地域活性化・経済危機対策臨時交付金が１億５，２０４万

２千円の減、地域活性化・公共投資臨時交付金が１億７，４４４万円の皆減となり

ましたが、生活保護費等負担金が１億２，６１４万８千円の増、子ども手当負担金

が１２億９，６８２万４千円の皆増となったことによるものです。 

⑭ 都支出金は、５２億８，４９４万２千円で前年度対比１２．４％の増となりまし

た。この主な要因は、主要地方道１５号線整備事業委託金が１億７，７４７万１千

円の減となりましたが、緊急雇用創出事業臨時特例補助金が１億５，０４６万８千



円の増、子ども手当負担金が１億６，８７１万４千円の皆増となったことによるも

のです。 

⑮ 財産収入は、１億１，５３７万円で前年度対比８９．０％の増となりました。こ

の主な要因は、土地売払収入が６，０４１万５千円の増となったことによるもので

す。 

⑯ 寄附金は、１億４７４万４千円で前年度対比２５．５％の減となりました。この

主な要因は、一般寄附金が２，３３８万８千円の減となったことによるものです。 

⑰ 繰入金は、２１億５，５４８万２千円で前年度対比９５．８％の増となりました。

この主な要因は、都市再開発整備基金繰入金が５，０００万円の減となりましたが、

財政調整基金繰入金が７億５，０００万円、鉄道線増立体化整備基金繰入金が１億

６，５０８万２千円それぞれ増となったことによるものです。 

⑱ 諸収入は、２億８，４２３万円で前年度対比２３．９％の減となりました。この

主な要因は、生活保護費都負担金追加交付金が１，７４８万１千円、コンビニ交付

導入推進支援事業助成金が１，３００万円それぞれ皆増となりましたが、東京都十

一市競輪事業組合益金が２，０００万円の減、東京都六市競艇事業組合益金が１，

０００万円、二枚橋衛生組合解散に伴う清算金が６，８２７万２千円それぞれ皆減

となったことによるものです。 

⑲ 市債は、２５億７，０８０万円で前年度対比１３．５％の減となりました。この

主な要因は、一般財源の不足を補てんし、市民サービスの維持・増進を図るための

臨時財政対策債の発行が２億円の増となったものの、建設事業債が６億１００万円

の減となったことによるものです。 

 

次に歳出ですが、執行率は８８．６％で不用額は、前年度対比５億７，９０６万

３千円減の９億７６４万９千円となりました。 

歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。 

① 義務的経費は、１７７億５，４３２万円で前年度対比１２．６％の増となりまし

た。この主な要因は、扶助費が７４億３，４７６万６千円で１７億９，４３３万３

千円、３１．８％の増、人件費が７５億６，７４４万３千円で９，７９５万８千円、

１．３％の増、公債費が２７億５，２１１万１千円で９，１９７万４千円、３．

５％の増となったことによるものです。 

②  投資的経費は、４８億３，５５７万４千円で前年度対比７．３％の減となり、歳

出決算総額に対する構成比は１２．７％となりました。この主な要因は、武蔵小金



井駅南口再開発事業関連経費が１億８，７８４万円、民間保育所改修費等補助金が

１億１，０７４万円それぞれ増となり、また、梶野公園整備工事が１億１，２２４

万５千円、本町小学校運動場芝生整備工事が８，２５９万３千円それぞれ皆増とな

りましたが、都市計画道路３・４・１２号線整備事業関連経費が３億４，９８７万

１千円、主要地方道１５号線用地取得費及び物件補償費が１億８，７２３万円それ

ぞれ減となり、また、さわらび・まえはら学童保育所建替工事が１億８，９００万

円皆減となったことによるものです。 

③ 物件費は、５７億８，８１４万８千円で前年度対比０．９％の増となりました。

この主な要因は、小中学校校務用・教育用パーソナルコンピュータ購入費が８，１

５８万５千円、小中学校テレビ（地上デジタル放送対応）購入費が６，２０８万円

それぞれ皆減となりましたが、緊急雇用創出事業関連経費が１億４，８２４万２千

円の増、燃やさないごみ収集運搬委託料が４，５７３万８千円の皆増となったこと

によるものです。 

④ 補助費等は、３９億６，７０３万２千円で前年度対比３０．３％の減となりまし

た。この主な要因は、消防事務都委託金が４，６０４万円、民間保育所補助金が４，

１０２万７千円それぞれ増となりましたが、市税等還付金及び還付加算金が５，９

４８万８千円の減、定額給付金が１６億３，５９４万円、基金繰替金償還元金が６，

０００万円それぞれ皆減となったことによるものです。 

⑤ 繰出金は、３４億４，５３３万６千円で前年度対比０．４％の増となりました。

国民健康保険特別会計繰出金は１２億６，１６８万６千円で１４．０％の増、下水

道事業特別会計繰出金は４億３，７５３万１千円で２８．２％の減、老人保健医療

特別会計繰出金は４７３万６千円で８．７％の減、介護保険特別会計繰出金は９億

２，３７７万３千円で２．５％の増、後期高齢者医療特別会計繰出金は８億１，７

６１万円で０．９％の増となりました。 

⑥ 積立金は、２０億４，５６１万３千円で前年度対比６７．７％の増となりました。

この主な要因は、鉄道線増立体化整備基金積立金が１億６，５００万円の皆減とな

りましたが、財政調整基金積立金が１０億５，０００万円の増となったことによる

ものです。 

 

次に、代表的な財政指標を見ますと、 

① 実質収支比率は、４．９％で前年度対比２．２ポイントの減となりました。 

② 経常収支比率は、９６．７％で前年度対比３．３ポイントの増となりました。 



③ 人件費比率は、１９．９％で前年度対比０．２ポイントの減となりました。 

④ 投資的経費比率は、１２．７％で前年度対比１．３ポイントの減となりました。 

⑤ 公債費比率は、７．７％で前年度対比０．４ポイントの増となりました。 

⑥ 財政力指数は、１．１２０で前年度対比０．０３８ポイントの減となりました。 

 

本市の行財政改革のメルクマール（進捗を確認するための基準）とされている人件

費比率は、０．２ポイント減の１９．９％で、初めての１９％台となりました。子ど

も手当等分母となる歳出総額の増という要因はありますが、定年退職者がピークとい

う状況にありながらも職員数の減、給与構造改革の一部実施等により、職員給が約２

億４，１００万円の大幅な減となったことによるものです。 

また、財政構造の弾力性等質的改善のメルクマールである経常収支比率は、９３．

４％から９６．７％となり、分母から臨時財政対策債等の特例債を除いた場合は、９

９．５％から１０４．１％となりました。その主な要因は、算定式の分母となる経常

一般財源等は、臨時財政対策債、固定資産税がそれぞれ増となったものの、個人市民

税の大幅な減等により約２億７，３００万円の減尐となった一方で、分子となる経常

経費充当一般財源等は、繰出金が約１億４００万円減尐したものの扶助費が約３億１，

６００万円、公債費が約９，２００万円それぞれ増加したことによるものです。 

景気は、このところ上向きの動きがみられると見込まれていますが、本市の行財政

運営は、経済の低成長や円高等による先行き不透明な経済状況により市税収入等歳入

の大幅な増加が期待できないことに加えて、また、歳出面でも社会保障関連経費の自

然増、最重要課題であるごみ処理、新庁舎等施設の計画的整備、武蔵小金井、東小金

井両駅の周辺整備、東日本大震災を教訓とした対策等、多額の財源を必要とする課題

も山積しており、今後とも厳しい状況が続くことは明らかです。 

こうした中で、「地域主権戦略大綱」に沿った「アクション・プラン」等の改革の

取組により地域主権改革の一層の推進が見込まれている今日、将来にわたって持続可

能な自律した行財政基盤の確立を図っていくためには、不断の行財政改革はもとより、

その一方で、市民自治の観点からも「市民協働」、「公民連携」等を行財政運営の基本

としていくことも求められています。 

今後においても、財政規律を緩めることなく、多様化・高度化・複雑化する市民ニ

ーズへの的確な対応に努めることは当然のこと、併せて将来の世代への負担の先送り

となる臨時財政対策債の発行抑制にも留意しながら、第４次基本構想・前期基本計画

の計画的推進を図り、市民満足度の向上、しあわせの増進に努めてまいります。 


